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4. （Gno.8）日独会社法の当面する問題の比較法的研究（日独比較企業法研究会） 
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【研究の目的】 

会社法・企業法は他の法領域に比べて改変の激しい分野である。その様な法や判例の動きはそれぞれの
国の経済社会の状況を反映するものであるが、同じような経済社会の構造を有する国々の間では、相互
にその立法や判例が影響を及ぼし合うことが少なくない。そのような意味においてドイツ会社法・企業
法の動向をさぐり、その問題点を把握することは、わが国の会社法・企業法を研究し、立法や裁判への提
言を試みるのに不可欠な課題と考えられる。本研究の目的もまたここにある。 
 

【研究活動及び成果】 
総括 

21世紀コーポレート・ガバナンス研究会（代表者：大杉 謙一）との共催で,  
2023年5月13日 「企業再編におけるコーポレート・ガバナンスの視点からの留意点」 
報告 仲宗根京子（嘱託研究所員） 

を執り行った。このほかに, 対面のみ参加が可能な当グループの嘱託研究所員の欠席が続いているこ
とから, 上記以外に対面での研究会開催を模索しその実現に至らなかった旨記録しておきたい。 
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